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５．その他の課題・情報など

①　TRU制度化の影響

技術アドバイザリー国内委員会（第8回）

及び専門委員会合(合同開催)

2006年10月16日（月）

原子力発電環境整備機構(NUMO)

資料４-１
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長半減期低発熱放射性廃棄物（ＴＲＵ）検討の経緯

出典：資源エネルギー庁
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拠出金単価の決定 指定・監督実施計画の策定

設立認可・監督

資金の流れ

処分実施主体

原子力発電環境整備機構
処分地の選定

最終処分の実施
拠出金の徴収　ほか

廃棄物発生者

電力会社
再処理事業者

ＭＯＸ燃料加工事業者

資金管理主体

資金の管理・運用　ほか

積立金の
外部管理

積立金の取戻し

（経済産業大臣の承認要）

経　済　産　業　大　臣

○ 基本方針の策定
　● 最終処分の基本的方向
　● 国民、関係住民の理解増進に関する事項　ほか

○ 最終処分計画の策定（５年ごとに１０年間の計画を策定）
　● 最終処分の実施時期、処分量
　● （今後、概要調査地区などが選定されたときはその所在地）ほか

拠出金の納付

実施計画の承認

業務困難な場合の措置

解散の歯止め

長半減期低発熱放射性廃棄物の地層処分事業の基本スキーム（案）

出典：廃棄物小委員会
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長半減期低発熱放射性（ＴＲＵ）廃棄物の量

浅地中ｺﾝｸﾘｰﾄ
ﾋﾟｯﾄ処分操業

再処理施設
ＭＯＸ燃料加工施設

地層処分

放
射
能
濃
度
に
応
じ
た
適
切
な
処
分

海外再処理施設

返還

50～100m 余裕深度処分

300m以深

低レベル放射性廃棄物

数m

廃棄物発　生

再利用

産業廃棄物として処分

解体

地層処分対象の
ＴＲＵ廃棄物

コンクリート

ドラム缶

角型容器

キャニスター

ハル・エンドピース

雑固体廃棄物

プロセス濃縮廃
液固化体

廃銀吸着剤

処分の方法

金属

主に解体時に発生

約 ８８，４００m3

約 ２５，２００m3

約 ２６，４００m3

（約１９％）

（約１８％）

（約６３％）

出典：廃棄物安全小委員会(一部加筆)

日本原燃

日本原燃
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長半減期低発熱放射性（ＴＲＵ）廃棄物の特徴

単位 ＨＬＷ
地層処分TRU

(アルファ核種濃度1GBq/t以上)

放射性物質濃度 Bq/t βγ：約1.0E+16 ，α：約1.0E+14*1 βγ：1.7E+14 ，α：4.0E+11*3

総放射性物質量 Bq βγ：約2.0E+20 ，α：約2.0E+18*2 βγ：1.7E+19 ，α：3.9E+16

発熱量 W/本 2,300*1 61（JNFLハル・エンドピース）

CB/BP

低レベル濃縮廃液Ⅰ

ハル・エンドピース
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民間操業

民間解体

JNC操業

JNC解体

返還

ＨＬＷ

廃銀吸着材
（I-129を多く含む

ため地層処分対象）

＊１：(財)原子力環境整備促進・資金管理センター　放射性廃棄物ハンドブック（平成１７年度版）より
＊２：放射性物質濃度から、ガラス固化体重量：約500kg/本、発生量：40,000本として算出
＊３：総放射性物質量を地層処分対象廃棄体の総重量：約98,000tonで除して算出

注）ＪＮＦＬ：日本原燃
　　ＪＮＣ　：旧核燃料サイクル開発機構

地層処分対象

のＴＲＵ廃棄物

第２次TRUレポートより
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ＨＬＷ処分と同様に人工バリア及び天然バリアを組み合わせた

　多重バリアにより長期的な安全を確保

ＴＲＵ廃棄物は、発熱が小さいものがほとんどを占めることから、処分

　の効率を考慮し、比較的大きな断面空洞内に廃棄体を集中して処分

核種種類・濃度、性状等に応じた適切な廃棄体のグルーピングを

　行い、各々のグループに応じた人工バリアを構成

緩衝材・埋め戻し材

コンクリート支保 構造躯体（鋼製）

廃棄体

【処分坑道断面】

【処分場鳥瞰図】

ＴＲＵ廃棄物地層処分施設の特徴

堆積岩 結晶質岩
５００m １０００m

・港湾施設
・専用道路
・電源設備　等

・廃棄体受入、検査設備
・地下構造物製作設備
・管理棟、土砂捨場　等

面積(例) 0.6km×0.4km
・アクセス坑道
・処分坑道　等
  （内径９～１２m）

地下施設

岩種
処分深度

インフラ
施設

地上施設

ＴＲＵ地層処分施設の仕様

後の費用算定の前提

処分概念（人工バリア）の例

出典：廃棄物小委員会
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第２次ＴＲＵレポートで設定した代表的な地質条件、施設設計における例
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○諸外国で提案されている安全基準（0.1～0.3mSv/年）を十分下回る。

　ちなみに,最大線量は約10,000年時点で，約0.002mSv/年

安全評価の解析結果

出典：廃棄物安全小委員会



8

研究開発スケジュール

出典：資源エネルギー庁


